
連結会計 注記事項

⑴重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法（一般会計等に関して）

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

ものは原則として再調達原価としております。

ただし、有形固定資産のうち、法定外公共物などの取得価額不明なものなどは備忘価

額 1 円としております。詳細については固定資産台帳における資産評価要領を参照とし

ます。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしておりま

す。

②有価証券等の評価基準及び評価方法（一般会計等に関して）

出資金のうち、市場価格がないもの出資金額をもって貸借対照表価額としております。

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値

が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

なお、出資金の価値の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に

該当するものとしております。

③有形固定資産等の減価償却の方法（一般会計等に関して）

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）

定額法を採用しております。

・無形固定資産

定額法を採用しております。

④引当金の計上基準及び算定方法（一般会計等に関して）

・徴収不能引当金

過去 5年間の平均不納欠損率により計上しております。

・賞与引当金

翌年度 6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給

対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

・退職給付引当金

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ

ております。



・投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

⑤リース取引の処理方法（一般会計等に関して）

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理

を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通

常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

⑥資金収支計算書における資金の範囲（一般会計等に関して）

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。

このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の

受払いも含んでおります。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項（一般会計等に関して）

消費税等の会計処理

税込方式によっております。

⑵偶発債務

① 保証債務及び損失補償債務負担の状況

② 債務負担行為限度額 129,300 千円

③ 平成 29年度支出額 91,570 千円

④ 平成 30年度以降支出予定額 28,786 千円

⑤ 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

なし

⑶追加情報

①対象範囲（対象とする会計）

一般会計、宅地造成事業特別会計、土地取得特別会計、国民健康保険特別会計、

介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、水道事業会計

与謝野町宮津市中学校組合、宮津与謝消防組合、後期高齢者医療広域連合、

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合、京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合、

京都府自治会館管理組合、京都地方税機構、宮津与謝環境組合、加悦総合振興有限会社、

タンゴフロンティア株式会社、株式会社加悦ファーマーズライス



②法非適用の公営事業会計について

地方公営企業法の財務規程等が非適用の地方公営事業会計のうち、下記の会計につい

ては、適用に向けた作業に着手し、かつ集中取組期間内に法適用を予定しておりますの

で、当該集中取組期間を移行期間とし、連結の対象としておりません。

・下水道特別会計 ・農業集落排水特別会計

したがって、一般会計等における他会計への繰出金が内部相殺されない場合があります。

下水道特別会計 880,046,155 円

農業集落排水特別会計 25,849,156 円

③財産区について

財産区については、市町村等に財産を帰属させない経緯から設けた制度であるため、

連結の対象としておりません。

④出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし

ている旨

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）ですが、出納整理期間中の現金の

受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法

235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5月 31 日をもって閉鎖する。」）

⑤表示単位未満の金額は四捨五入することとしている。


